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地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号） 抜粋 

第７章 執行機関 

第１節 通則 

第138条の２ 普通地方公共団体の執行機関は、当該普通地方公共団体の条例、予算その他の議会の議決

に基づく事務及び法令、規則その他の規程に基づく当該普通地方公共団体の事務を、自らの判断と責

任において、誠実に管理し及び執行する義務を負う。 

第138条の３ 普通地方公共団体の執行機関の組織は、普通地方公共団体の長の所轄の下に、それぞれ明

確な範囲の所掌事務と権限を有する執行機関によつて、系統的にこれを構成しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の執行機関は、普通地方公共団体の長の所轄の下に、執行機関相互の連絡を図り、

すべて、一体として、行政機能を発揮するようにしなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の執行機関相互の間にその権限につき疑義が生じ

たときは、これを調整するように努めなければならない。 

第２節 普通地方公共団体の長 

第２款 権限 

第147条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体を統轄し、これを代表する。  

第148条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の事務を管理し及びこれを執行する。 

第149条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。 

1．普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること。 

2．予算を調製し、及びこれを執行すること。 

3．地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料を科すること。 

4．決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。 

5．会計を監督すること。 

6．財産を取得し、管理し、及び処分すること。 

7．公の施設を設定し、管理し、及び廃止すること。 

8．証書及び公文書類を保管すること。 

9．前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。 

第154条 普通地方公共団体の長は、その補助機関である職員を指揮監督する。 

第158条 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、必要な内部組織を設ける

ことができる。この場合において、当該普通地方公共団体の長の直近下位の内部組織の設置及びその

分掌する事務については、条例で定めるものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の内部組織の編成に当たつては、当該普通地方公共団体の事務及び

事業の運営が簡素かつ効率的なものとなるよう十分配慮しなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、第１項の条例を制定し又は改廃したときは、遅滞なく、その要旨その他

の総務省令で定める事項について、都道府県にあつては総務大臣、市町村にあつては都道府県知事に

届け出なければならない。 

第９章 財務 

第１１節 雑則 

（財政状況の公表等） 

第243条の３ 普通地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、毎年２回以上歳入歳出予算の執行

状況並びに財産、地方債及一時借入金の現在高その他財政に関する事項を住民に公表しなければなら
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ない。 

２  普通地方公共団体の長は、第221条第3項の法人について、毎事業年度、政令で定めるその経営状況

を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなければならない。  

３  普通地方公共団体の長は、第221条第3項の信託について、信託契約に定める計算期ごとに、当該信

託に係る事務の処理状況を説明する政令で定める書類を作成し、これを次の議会に提出しなければな

らない。  

第１３章 外部監査契約に基づく監査  

第１節 通則  

第１節 通 則 

（外部監査契約） 

第252条の27 この法律において「外部監査契約」とは、包括外部監査契約及び個別外部監査契約をいう。 

２ この法律において「包括外部監査契約」とは、第252条の36第１項各号に掲げる普通地方公共団体が、

第２条第14項及び第15項の規定の趣旨を達成するため、この法律の定めるところにより、次条第１項

又は第２項に規定する者の監査を受けるとともに監査の結果に関する報告の提出を受けることを内容

とする契約であつて、この法律の定めるところにより、毎会計年度、当該監査を行う者と締結するも

のをいう。 

第２節 包括外部監査契約に基づく監査 

（包括外部監査契約の締結） 

第252条の36 次に掲げる普通地方公共団体（以下「包括外部監査対象団体」という。）の長は、政令の

定めるところにより、毎会計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者と締

結しなければならない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会の議

決を経なければならない。 

1．都道府県 

2．政令で定める市 

3．前号に掲げる市以外の市又は町村で、契約に基づく監査を受けることを条例により定めたもの 

２ 前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。 

３ 第１項の規定により包括外部監査契約を締結する場合において、包括外部監査対象団体は、連続し

て４回、同一の者と包括外部監査契約を締結してはならない。 

４ 包括外部監査契約には、次に掲げる事項について定めなければならない。 

1．包括外部監査契約の期間の始期 

2．包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の額の算定方法 

3．前２号に掲げる事項のほか、包括外部監査契約に基づく監査のために必要な事項として政令で定める

もの 

５ 包括外部監査対象団体の長は、包括外部監査契約を締結したときは、前項第１号及び第２号に掲げ

る事項その他政令で定める事項を直ちに告示しなければならない。 

６ 包括外部監査契約の期間の終期は、包括外部監査契約に基づく監査を行うべき会計年度の末日とす

る。 

７ 包括外部監査対象団体は、包括外部監査契約の期間を十分に確保するよう努めなければならない。 


